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本書は，労働市場開放をテーマとしつつ，
副題にあるように，労働力の減少が進む日
本農業の将来を考える上で避けて通れない
外国人技能実習生に関わる各種の論点を考
察したものである。
本書の優れた点は，広くは知られていな

い外国人技能実習生の実態を詳しく把握す
るとともに，実に多角的な視点から検討を
行っていることにある。具体的には，技能
実習生に係る受け入れ・送り出し双方の事
情，監理団体の機能，制度の変化，農業経
営における実習生導入の意義，他産業（製
造業）や漁船漁業の状況，送り出し国の現
状（中国・タイ・カンボジア・フィリピン・ベ
トナム），海外の短期外国人労働者の実情
（米国，英国，韓国，台湾）というように，日
本農業にとっての外国人技能実習生の意義
を論じるのみならず，様々な観点から課題
に接近している。また，それがゆえに，本
誌の読者の最大の関心事項であろう農業労
働力の確保についても，実習生なしで農業
生産が成り立たないといった主張だけでな
く，今後の方向に関わる体系的な問題提起
となっている。
本書の主な要点は，以下の通りである。
まず，労働者総数に占める外国人の割合

は，日本は先進国でも低い。2016年10月末

で108.4万人，うち技能実習は21.1万人であ
るが，労働力人口総数に占める外国人労働
力人口の割合は1.2%（2014年）であり，イ
ギリス8.8％，韓国2.1％に比べ少ない（総
論）。日本は外国人労働力の受け入れが少な
い国なのである。
実習生は，研修生としてではなく労働者
として，すなわち，「最低賃金以上の適用，
単身来日・最長 3年・来日 1回限り，来日
前に雇用先を確定し雇用主の途中変更は原
則不可，基本的に 1年毎の雇用契約の更新，
の条件で，技能実習生が集中的に受け入れ
られている」（ 9頁）が，そこでの基本理念
は，途上国への技能伝授と人づくりにある。
このように制度の趣旨としては国際貢献，
海外への技術移転が謳われているものの，
しかし，実習生にとっては収入獲得の手段
であり，受け入れ国にとっては労働力確保
としての役割があることも確かである。
日本農業において，外国人実習生は，労
働力確保の面で大きな意義を持つ。農業従
事の実習生は約2.2万～2.6万人とされてい
る（第 2章）。この人数は限定的と思われる
かもしれないが，受入対象である 2種 6作
業（耕種：畑作・野菜，施設園芸，果樹，畜
産：養豚，養鶏，酪農）を基幹とする経営に
おいて，また，それらが盛んな茨城，長野，
北海道，千葉等では，まさに「外国人労働
者なしで日本の農業は成り立たない」（31

頁）状況がでてきているのである。
ただ，このような外国人労働力の受け入

れや送り出しの要因，背景は一様ではない。
本書によれば，農家は，実習生受け入れ
に当たっての費用負担として，面接や受け
入れに関わる旅費，監理団体への経費，賃
金の支払いで 1人当たり約200万円かかる
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（第 2章）。換言すれば，この金額で，年間を通
して作業を頼める労働力が 1人確保できる。
一方，実習生にとっては，滞在費用を控

除しても約100万円＋残業代の収入が得ら
れる。この収入は，国によっては家が建つ
金額ともなるが，それに加え，日本語の習
得や日本の生産方式への順応等により，帰
国後，日系企業への就職が有利になるとい
った利点も指摘されている（第11章）。農業
従事は必ずしも技能移転につながっていな
いが，一方，高学歴ではない実習生のキャ
リアパスとして機能している面もある。
受け入れ国の事情も一様ではない。経済

成長に伴い賃金が上昇するとともに，為替
変動から収入面での実質的メリットが低下
している中国の実習生は減少し，一方，ベ
トナムを中心にアジア諸国からの受け入れ
が増加している。但し，低労賃労働の調達
と海外への出稼ぎはどの国でも見られる現
象であり（第10章），今後，途上国の経済発
展に伴い労働力の確保が困難となることも
示唆される。
なお，露地野菜作で外国人実習生が必要

とされる理由に，日本人労働力の確保の難
しさがある。これには，不足するのが 3 K
と言われるきつい単純労働であることや，
農業経営の賃金支払い能力が十分ではない
こと，また，寒冷地では栽培期間が限定さ
れるため周年就業とならないことも影響し
ていよう。また，何よりも，農村における
労働力数の不足という問題もある（第 3章）。
このような状況において注目されるのが

第 3章及び第11章で紹介されている香川県
の大規模分社化経営による監理団体の設立
及びカンボジア等から安定的に実習生を受
け入れていく仕組みの構築である。そこで

は，実習生にも人材育成等のメリットを付
与しつつ，優秀な者を，一定数，安定して
確保していく体制を構築している。
しかし，本書でも指摘しているように，
そのような体制を構築し得ない大規模家族
経営も多く，それらの経営が今後も安定し
て労働力を調達していけるのか疑問な面も
多い。また，技能実習の期間は最長でも 5年
であり（2017年11月から。なお，一時帰国が必

要），永続的に雇用できる訳ではない。さら
に，営農現場では，実習生の事故を避ける
ため機械に乗らせないなど，単純作業のみ
の従事となっていることが紹介されている
が（第 4章），このような方式の労働力導入
は，経営組織の構成や労務管理を特殊なも
のとする。
評者の研究センターが所在する茨城県は
外国人実習生が多い地域であるが，県内の
ある雇用型野菜作法人の経営者は，外国人
技能実習生は経営の本来的な組織編成にバ
イアスをかけるという理由から自分は導入
しないと述べている。この点では，経営発
展という観点からこの外国人実習生を今後
どう位置づけていくかの検討も必要なよう
に思われる。
この他にも本書が示す興味深い事実は多
いが，紙面も尽きた。今日の日本社会が外
国人労働力とどう向き合っていくのか，ま
た，農業経営の将来がどうあるべきかが問
われている。これらは今後の農業の中核と
なるテーマであり，本問題に関心を持つ多
くの人々にぜひ読んで頂きたい一冊である。
――筑波書房　2017年11月
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